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ラジーブ政権下の経済自由化
政策とインド電子産業の展望＊
絵所秀紀
(1)はじめに
1984年10月31日，アジアの「鉄の女」インディラ・ガンジーが暗殺され
た。彼女の長男であるラジーブ・ガンジーがただちに暫定内閣を組織し，
下院選挙ののち同年12月31日，正式にラジーブ内閣が発足した。新政権の
動向に世界の耳目がひきつげられたが，インディラが82年以来徐々に鮮明
にしてきた経済自由化路線が新政権の下で一体どうなるのかという問題が
－つの焦点を成すにいたった。
ラジーブ首相は周囲の予想をはるかに上lulるテンポで，矢つぎ早に自由
化措置を次々に発表し，財界・政界は無論のこと，学界にも大きなインパ
クトを与えつつある。なかでも電子産業自由化措置は，インド産業の構造
転換を推進する中心的政策として位置づけられようとしている。国際競争
力をもった電子産業の育成は，長い間ラジーブの個人的な夢であった。
本稿では，わが国ではほとんど知られることのないインド電子産業の現
状と特質について概観し，あわせてその問題点を指摘する。
(2)ラジーブ政権下における電子産業自由化の動向
①独立後インド電子産業政策の推移(1)
独立後インド電子産業の発展はほぼ３局面にわけられる。第１局面は
＊本稿作成にあたって，アジア経済研究所の伊藤正二氏より貴重な文献の借覧を得
た。記して感謝します。
１２９ラジーブ政権下の経済日出化政策とインド電子産業の展望（168）
1970年に至るまでの時期，第２局面は1970年から1982年まで，第３局面は
1983年以降である。1950年代，６０年代のインド電子産業にはほとんどふる
べきものがなく，若干の公企業及び民間企業が外資提携の下でラジオの組
立て生産を行なう程度であった。政府の意識的な電子産業育成策は1963年
原子力庁の中に電子委員会（ElectronicsCommittee）が設置されること
によって始まった。この委員会はその議長の名（Ｄｒ・HomiBhabha）をと
ってバーバー委員会と呼ばれている。バーバーは独立後インド原子力戦'１|舟
策定の中心人物である。電子委員会設置にあたって政府は「電子産業は原
子力，通信及び国防にとって不可欠のものである」ことを強調した。この
ことからうかがわれるように，独立後インドにとっての電子産業は国防戦
|'塔の一環として位置づけられており，国家主導型産業としての性格を帯び
て出発することになった｡バーバー委員会*'&告は66年に提出されたが,その
中で「可能なかぎり早急に（電子産業の）自足と自助（self-sufIiciencyand
self-relianＣｅ）を達成すること」がつとに強調された。政府は委員会勧告
を全面的に受け入れ，1970年６月には電子産業庁（DepartmentofE1ect‐
ronics，以下ＤＯＥと略記）が設置された。
ＤＯＥは直接首相の管轄下に置かれ，続いて71年２月には政策形成機構
として電子委員会（ElectronicsCommission）が設置された。この委員会
は原子力委員会，宇宙委員会と同格のものである。電子産業に関するイン
ド政府の機構的整備はほぼこの時期に定まったと言ってよい。ＤＯＥは，
①工業ライセンスの発給，小規模部門工業(SSI）の承認，②技術開発，③
公企業の運営，④インフラ及びサービスの便宜供与，という大別４項目の
責任を負っている（第１図参照)。
1975年に，インドでは初めての「電子産業10か年計画」が発表された。
当計画は第５次（1974-79）・第６次（1980-85）５か年計画期をほぼカ
バーするもので，バーバー委員会報告と同様に電子産業の「自立」と「自
助」を政策の基礎としている。かくして70年代に至るまでのインド政府の
電子産業政策は，国防目的を'1｣心にした軍事用・産業用電子産業の育成を
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主眼としたものであり，公企業による生産と政府による需要というパター
ンに限定された典型的な輸入代替産業であったと言える。
８０年１月政権の座へ「奇蹟的な」復帰を成しとげたインディラ．ガンジ
ーは，政治体制の固まった82年頃より徐々に経済自由化措置を打ち出して
きた。経済発展のテコとしての技術の重視という考えも一連の自由化措置
の中から生まれてきたものである。1983年１月の「技術政策声明」（Tech
nologyPolicyStatement）は，独立後インドで初めての技術政策に関す
る政府方針であり，国産技術の重視という基本線は貫きながらも，「技術
の自助は技術の自給自足を意味しない（"technologicalself-reliancedoes
notmeantechnologicalself-suHiciency，,)」と微妙な表現をし，高度なナ
ショナル・プライオリティ-をもつもの及び国産技術の開発に長期の時間
を要するものは従来どおり外資及び外国技術の導入が認められる，として
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いる。技術政策声明は電子産業政策の大枠を成すものとして理解すること
ができる。すなわち外国からの先端技術導入による国際競争力をもった電
子産業の育成という理念が前面に押し出されてきた。そしてそのための外
資提携認可の緩和及び民間企業への産業ライセンスの開放という２つの要
素を含んだ電子産業の自由化措置が発表されるようになった。その最初の
はっきりとした徴候は84年３月の通信分野への民間企業の参入を認める措
置である（ただし実施は85年３月)。そしてこの電子産業自由化の波はラ
ジーブ政権下になって一層加速化する。
②ラジーブ政権下における電子産業自由化
インディラ死後暫定内閣を組織したラジーブは，ただちにコンピュータ
自由化政策を発表した。これは，（i)コンピュータ技術輸入の自由化，（ii)コ
ンピュータ，同部,品，周辺機器，及びソフトウェアの大幅な関税ﾘ|下げ
（例えばメインフレームの場合は135％から60％へのり|下げ)，（iii)ミニコン
及びマイコン製造分野での民間企業への外資提携の認可（ただし外資出資
比率は40％が上限)，（iv)ミニコン及びマイコン製造に関する生産能力限度
規制の撤廃，（v)メインフレームとスーパー・ミニコン製造は今後２年間公
共部門に任ねるが，その後民間部門にも開放する，（vi)輸入および製造申請
手続きのＤＯＥへの一本化と簡素化，等を主内容とするものである。イン
ド政府による100％出資比率の引下げ要求に応ずることなく，1978年６
月にＩＢＭがインドから撤退して以来の，コンピュータ産業に関する大き
なうねりが開始された。
また85年２月の予算提案の''二'ては24,1Ｍ｣にのぼる電子部,111,,コンピュー
タ，コンピュータ周辺機器の関税撤廃が打ち出された。引き続いて同年３
月には「新エレクトロニクス政策」が発表された。当政策の骨子は，（i)産
業ライセンス取得の自由化，（ii)外資提携企業の参入分野の拡大である。産
業ライセンス取得の自由化はライセンス取得対象品目の大枠化（"broad
banding，，）という形をとって進められる。つまり従来は個々の品目ごとに
産業ライセンスを取得する必要があったが，今後はエレクトロニクス産業
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を５つの大カテゴリーに分類し，｜司一カテゴリーの中であれば他の品目を
も自由に生産できるようになった。この措置によって“Entertainment
Electronics”に分類されるライセンスを取得しているメーカーはテレビ，
ラジオ，アンプ等の分野に自由に参入できる。また外資40％以下の外資提
携企業の参入分野の拡大が認可され，非外資提携企業と同等の扱いをうけ
ることになった。
引き続き４月には３年間有効な長期輸出入政策が発表された。インドは
従来毎年４月に輸出入政策を発表し，その度に輸入自由化品目，制限品
目，禁止品目等の変更が行なわれていたが，今回の措置は今後３年間有効
とするもので，インドでは初めての長期輸出入政策であった。この政策の
中に，100万ルピー以下のコンピュータおよびコンピュータ・システム（パ
ソコン及び－部ミニコン・クラス）の輸入自由化が盛り込まれている。
以上からうかがわれるように，ラジーブ政権下でのエレクトロニクス産
業自由化の動きはきわめて急速で，特にコンピュータ関連分野及び民生用
電子機器分野での自由化が顕著である。第１表はインドの経済新聞（Ｔ舵
ＥＣＯ"o〃ｃＴ伽Ｃｓ紙）から主要な電子産業関連記事を抜粋したものであ
る。ＩＢＭが100％出資のソフトウェア生産子会社設立の動きをみせイン
ドへの復帰の姿勢をうかがわせていること，またわが国の東芝がアプトロ
ン社（ＵＰ州エレクトロニクス公社）とインドでは初めてカラーテレビ・
ブラウン管の技術・資本提携を結んだことが，とりわけ注目に価いする。
（１）この項の叙述は，主としてWardMorehouse＆RaviChopra，Ｃ肱一
AFC〃α〃ｄＥｇｇＪＥ比cZγo〃ｊｃｓα〃‘ＳｏｃｉａノＣﾉbα"ｇｃｊ〃Ｉ"‘/α，Research
PolicyStudies,Lund，１９８３；SurajMalAgarwal，《Electronicsinlndia；
PastStrategiesandFuturePossibilities,'，ＷＤγ/‘、CUC/””C"ｔ，Vol､１３
No.３，１９８５；ＣＯ加加”Ce，Ｍａｙ１６，１９８１によっている。
(8)インド電子産業の生産・貿易動向
①生産動向
第２表及び第２図は1971年から1984年までの電子産業の生産動向をふた
125ラジーブ政権下の経済自由化政策とインド電子産業の展望（172）
第１表ラジーブ政権下での電子産業自由化の動き
:::lｌｉｌｌｌ 新コンピュータ政策発表（コンピュータの自由化)。ＤＯＥ，フランスのBull社をメインフレームの供給及び技術移転先と
して選択。インド電子公社（ECIL，コンピュータ製造の公企業）ま
もなくＢｕｌｌと契約。
BushlndiaLtd・社，アメリカのGeneralAutomation社と提携。
マイコン，ホームコンピュータ，ＩＢＭコンペチパソコン製造。
全国マイクロ・エレクトロニクス評議会(NationalMicro-electronics
Council）設立。LSI/ＶＬＳＩの開発促進へ。
ＤＯＥ，大規模企業のオーディオ・カセット分野への参入認可。
1985-86年度予算提案（エレクトロニクス製品24品目の関税撤廃)。
RadaContel社，アメリカのAppleComputer社と提携。
新エレクトロニクス政策発表。
長期輸出入政策発表（パソコン/一部ミニコンの輸入EIlL1化)。
非居住者インド人，LalatenduMohapatra氏とアメリカのＣｏｍｍｏ‐
doreComputer社との提携認可。パソコン，ホームコンピュータの
製造。
100％コンピュータ・ソフトウェア輸出計画の下で，ＩＢＭ100％出資
子会社設立の動きあり。
銀行業コンピュータ化投資に関するランガラジャン委員会報告承認。
タミール・ナドゥ州政府，100％コンピュータ・ソフトウェア輸出計
画の下でアメリカのWestinghouseCorporationとの合弁促進。
HindustanTeleprintersLtd．（HTL,公企業)，計画から４年ぶりに
電子テレプリンターの生産にのりだす。
インド電話公社（ITI)，フランスのCIT-Alcatel社とデジタル交換
機で提携しそう。
WebelNiccoElectronicsLtd.（西ベンガル州の民間企業)，イギリ
スのThornEMIFurgason社より技術導入か？
HindustanCableLtd．（HCL,公企業)，光ファイバーの生産へ。
ComputerMaintenanceCorporation（CMC,公企業)，大量のコンピ
ュータ部品周辺機器の輸入決定。
東芝，アプトロン社（ＵＰＴＲＯＮ；ＵＰ州政府公企業）とカラーテレ
ビブラウン管で技術提携。２０％の資本参加にも合意。
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第２表インド電子産業の生産動向 （胃『②）(単位：100万ルピー）
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第２図インド電子産業の生産動向
（単位：100万ルピー）
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ものである。この13年間に電子産業生産額は17.3億ルピーから183.9億ル
ピーへと10.6倍の伸びを記録した。分野別に見ると，民生用電子機器が
5.2億ルピーから58.7億ルピーへと11.3倍，通信・放送機器が4.0億ルピー
から32.0億ルピーへと８倍，宇宙・国防機器が２．８億ルピーから14.9億ル
ピーへと5.3倍,コンピュータ･制御用機器・計測器が1.3億ルピーから42.7
億ルピーへと32.8倍，電子部品が4.0億ルピーから30.3億ルピーへと7.7倍
となっている。またSEEPZ（サンタクルス電子産業輸出加工区）からの
（175）１２２ 
生産も1975年から始まり，７５年から84年の９年間に生産額は500万ルピー
から10.3億ルピーへと２０６倍になった。どの分野をとってゑても82年以降
の伸びが顕著である。また84年のＧＮＰに占める電子産業付加価値のシェ
アはほぼ１％である。
民生用電子機器の中での主要製品はラジオ，テレビ，テープレコーダー
である。８３年をとって承るとラジオとテレビで民生用電子機器生産額の約
80％を占め,テープレコーダーがほぼ10％を占めている｡82年のラジオ受信
徴機′k産台数は700万台，８３年のテレビ受像機生産台数は71万台であった(1)。
また1984年の電子産業2Ｍ丘総額に占める各分野のシェアーをゑると（た
だしSEEPZの生産額を除く），民′'三用氾子i機器３３．８％，通信・放送機
器18.4％，宇宙，国防機器8.6％，コンピュータ･制御機器･計illll器24.6％，
電子部品17.5％である。
次に第３表によって企業形態別の生産額シェアーをゑて承よう（1981
年)。全体をゑてみると公共部門のシェア-43.25％，民部部門のシェア-
56.75％である。しかし,製品分野別にふると大きなばらつきがある。民生
用電子機器では公共部門のシェアーは9.02％と小さく，民間部門が圧倒的
であるが，中でも小規模部門のシェアーが66.42％と極めて高い。企業数
でゑると公共部門企業と民間組織部門合わせて20社に対し，小規模部門の
i翻一iiiljlに
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企業数は約3,000社である。次いで民間部門のシェアーが大きいのは電子
部品，コンピュータ・ＯＡ機器，制御機器・産業用電子機器分野で，それ
ぞれ70％前後のシェアーを占めている。のみならず，これらの分野におけ
る小規模部門のシェアーもかなり大きく，それぞれ全体の蛤程度を占めて
いる。他方，宇宙・国防機器，通信・放送機器分野では，生産の大半が公
共部門で行なわれている。
通信・放送;機器化産主要公企業は，インド電話公ﾈ'二（IndianTelephone
Industries)，インド電子公社（BharatElectronicsLtd)，ヒソドゥスタ
ン・ケーブル社（HindustanCablesLtd.）であり，宇宙・国防機器生産
主要公企業としては，インド電子公社が最大であるが，他にヒソドゥスタ
ン・エアロノーティック社（HindustanAeronauticLtd）がある。また
電子部品分野の公企業としてはインド電子公社，中央電子公社（Central
ElectronicsLtd.),セミコンダクター・コンプレックス社(Semiconductor
ComplexLtd.）がある。
コンピュータに関しては現在インドには約60～100社のハードウェア製
造業者（すべて組糸立て）があると言われている(2)。最大企業は民間の
ＩＣＩＭ社（InternationalComputerslndianManufactureLtd）で，次
第４表インドのコンピュータ製造企業上位10社（1984年）
企業名’売上高('00万ﾙﾋﾟｰ)|従業員数C蔀萬ら三）
１．ＩＣＩＭ(民間） 246.9 １，２００ 
ｚＥＣＩＬ(中央政府公社）’１５３０’1,300
３．ＨＣＬ（〃），146.0 ８００ 
４．ＤＣＭ（民間），105.0１ ９００ 
５．ＯＲＧ（〃） 70.0’ ｌｉＩ ６．Wipro（〃）， 菫ｉｎ：i：７．Uptron（州政府公社）ＩｉＭｌ`(民鰄間）Ｌ@Ｍ． 認10．ＰＳＩ（〃）， ２４．２： 
iii所了U[颪Ｘ-百面､豆j6研miiIie『記HﾏﾏIHF百示雨三万ﾌｰﾗZ百万励耐i7C
T伽Cs，Ｆｅｂｌ４，１９８５
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第５表インド電子製品の輸出動向
（単位：100万ルピー）
1975119761197711978119791198011981119821198311984 
50016918251７０１３３１４２１４０１川’３０１３２Ｌ民生用機器
２通信･放送機器’16.1123138121123135119.51 １７１２０１３５ 
１３２１６５１－ 
１６２４１３５ 
３宇宙･国防機器’300150111011171157149519551
4莉詞繍計｜測器 53.71 
3001 
4６１１７．５１３８３０．５１２９３０ 
5．電子部品 6751801961 
301441,031 
1651２５５１４８５１ 
861 
,701 
7501 
１７３ 
240 
1,035 
4１１５５６４１７１ 
65発;二二．
7．ＳＥＥＰＺ 
8．５１２０２５，３０３５ １ 
0．６２２４１５６１１０１ １ 
8．合 計'19001271136913964664181564189011,14511,550
９輸出依存度(恥｜ＭｌＭｌ７８１６７１７２１５２６６１ＭｌＭｌＭ
(1)輸出依存度＝輸出額/生産額
出所：第２表に同じ。
いで公企業のＥＣＩＬ社（ElectronicsCorporationoflndiaLtd）が大き
いが，上位10社で総売_上高の90％を占めている(第４表参照)。またＩＣＩＭ
社はイギリスのＩＣＬ社（InternationalComputersLimited）と資本・技
術提携を結んでいる（ICL社の出資比率は40％)。
②貿易動向
まず第５表及び第３図からインド電子製品の輸出動向をゑて承よう。
1975年から84年までの９年間に輸什}総額は１．９億ルピーから15.5億ルピー
へと8.2倍の伸びを記録した。このうち大半がSEEPZからのもので（８４
年時でみると67％)，この分を除くと84年の輸出額は5.15億ルピーにとど
まっている。輸出依存度（生産額に占める輸出額の比率）は５％～８％程
度であるが，８０年代に入ってこの比率は上昇傾向にある。しかしここでも
SEEPZの分をとり除いて計算すると，８４年の生産額173.6億ルピーに対
し輸出額は5.15億ルピーなので，輸出依存度はわずか3.0％となる。つま
りインド電子製品の大半は国内市場向け′|ﾐ産である。SEEPZからの輪111
下の経済に11打化政策とインド電子産業の展望（178）
第３図インド電子産業製品別輸出動向
（単位：100万ルピー）
ラジープ政権下の経済に1 打化政策とイン119 
1,600 
合計
1,500 
１，４００ 
1,300 
1,200 
1，１００ 
，ＳＥＥＰＺ 
1,000 
８
１
８
 
900 
Ｉ 
800 
〃700 
600 
500 〃
400 
300 ’ 
／宇宙国防／勵鰄ルノ 夕・ソフトウェアノコンピューノ電子部品200 窒二少`； ／ ′ 100 ゴ 民生用電子機器三二二 胃?麓.ごﾆーーー
１９７５７６７７７８７９８０８１８２８３８４ 
出所：第５表
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第６表企業別ソフトウェア輸出額
(単位：100万ルピー）
業 名 1981-82年’1980-81年企
｛蕊」}１
117ラジープ政権下の経済自由化政策とインド電子産業の展望（180）
第７表インドの電子製品輸入の動向
（単位：100万ルピー）
’1975-761976-7711977-7811978-791合計
1．電子部品及びその他
2．コンピュータ・データ
処理機器
３．通信機器
４．計測器
5．輸入合計(1＋２＋3＋4）
320 
115 
525 
182 
700 
148 
1,813 
５３１ 
268 
８６ 
４５９ 
566 
1,732 
5,240 
（33） 
３９２ 
862 
2,102 
6,017 
（35） 
３９０ 
350 
1,094 
３７２ 
３３６ 
１，１４３ 
１，６１３ 
２，１１４ 
6,071 
19,250 
（32） :篶入表存鬘(聖,①(%)１，t;;ｉＷｉ
出所：SurajMalAgarwal，０，ｃ〃、
通信機器，電子部品，コンピュータ・データ職 処孤機器で，輸入依存度（輸
入額／生産額）は30％前後とぎｵつめて高い。なお，民生用電子機器の大半
は輸入禁止となっている。
（１）SurajMalAgarwal,ｏＰ．ｃ〃．
（２）Ｒ・SMundkur,“EIectronicsOutput：IsalWe-foldincreasepossible？'，
Ｔ"CECC"o〃ｃＴ伽Cs，Ｊｕｌｙ5,1985,UtpalKBanerjee，ｏＰ.ｃﾉﾉ.，なお，
インド・コンピュータ産業についての本格的な研究書として，JosephM・
Grieco，ＢＧ/z(ﾉCe〃〃PeMe"ｃｙα〃ｄＡｚｃｉｏ"o”ｙｆＩ"‘ｊα，sEjrPeγｊｅ"CC
Z(ﾉｶﾞﾉﾊﾉ"ｅＩ"/eγ"αﾉﾉo"αノＣＯ”〃/cγＩ"〃S/灯１，Berkley，Univ・ｏｆＣａｌｉ、
forniaPress，１９８４がある。
（３）ＪECC『コンピューター・ノート』（1984年版）によれば，８２年半ば時点で
のインドのコンピュータ設置台数は1,800台である。またビジネス・インデ
ィア社によると83年時点では楽観的に見積って4,000台としている｡ちな象に
lil時期の中国コンピュータ設償台数は４万台とインドの10倍である(《《India's
softwarecapability：adiHerentview"，Ｂ"ｓｊｅｓｓＩ"｡/α，Dec､3-16,1984） 
（４）Ｂ"S/"ｅｓｓＩ"`/α，ｏｐ．ｃﾉﾉ.；DavidＣＯ'Connor，《CTheComputerln、
ｄｕｓｔｒｙｉｎｔｈｅＴｈｉｒｄＷｏｒｌｄ：PolicyOptionsandConstraints''，ＷＤγﾉｄ 
Ｄｅ"eルウ腕e"ｵ，Vol、１３，Ｎｏ．３，Marc１１１９８５
(4)韓国・台湾との比較でふたインド電子産業の特徴
ｕ｣葛インド電子産業の政策・生産・貿易の動向を概観してきたが，その
特徴をとらえるにあたって以下では他のアジア発展途｣二国，とりわけ近年
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電子産業の著しい発展をゑている韓国，台湾との比1校という方法をとりた
く思う。こうした比較が不可欠であるのは，ラジーブ政権下になってイン
ド経済の自由化が著しく進展し，その大枠の中でインド電子産業を国際競
争力をもった産業に育成しようとする理念が強力に作用しはじめているか
らである。従来のように国際競争から完全に遮断された環境の'1ｺで，国内
市場向け生産に特化してきたインドの電子産業は，今後大きな転換を余儀
なくされるにちがいない。しかしその「転換」はどのような形をとるので
あろうか？将来を展望するためにも韓国，台湾との比1校は何らかの示唆
を与えるものと思われる。
①他のアジア発展途上国との比較
第８表はアジア発展途上国電子産業の概要を示したものである。生産額
でふると韓国，台湾が30億ドルを超えて第１グループを形成し，ついで，
香港，シンガポールが20億ドル程度で第２グループを形成している｡以上
アジアＮＩＣｓ４か国とＡＳＥＡＮ４（フィリピン，マレーシア，インドネ
シア，タイ）との間には大きな格差がある。ＡＳＥＡＮ４のに'１ではマレーシ
アの生産規模が約10億ドルと大きい。生産構成をみると，ＮＩＣｓ４か
国，ＡＳＥＡＮ４ともに民生用電子機器および電子部,R,への集中度が高く，
産業用電子機器の比率がきわめて小さいことが特徴となっている。それで
もＮＩＣｓ４か国の場合は，多少のバラツキはあるが，民生用電子機器と電
子部品の生産比はバランスがとれているのに対し，ＡＳＥＡＮ４の場合には
民生用電子機器か電子部品のどちらかに極端に生産が集'Ｉしている。輸出
依存度はタイ（10％)，インドネシア（２％）を除くと，どの国も極めて
高く，７０％～９０％以上である。外資依存度も，スリ・ランカを例外とす
ると，香港以外はきわめて高い。発展段階をよると，国内市場向け組み立
て主体のインドネシア，タイ，スリランカと民生用電子機器および電子
部品の輸出主体の韓国，台湾，香港，シンガポール，マレーシア，フィリ
ピンとに２分することができる。こうしてみるとアジア発展途上国の電子
産業は，生産規模がかなり大きく，輸出依存度および外資依存度のきわめ
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第８表アジア発展途上国
国---茗－１で売諄鞠)'－１壇蘆構~壷(完了１輪聯度|雇患iiiiiiI3l
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９９０１電子部品９０％’７５％ 6１ マレーシア
１０６１民生用電子機器９０％’１０％ 4０ イ夕
スリ・ランカ’若干｜ラジオの若干の生産 0％’Ｎ,Ａ、
民生用電子機器
産業用電子機器
電子部品
SＥＥＰＺ 
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イン１Ｆ 672 
出所：UnitedNationsCentreonTransnationalCorporations,Ｔγα"s"α〃o"αノ
し，インドについてはSurajMalAgarwal，ｏＰ．ｃﾉﾉ，また，＄１＝Ｒｓｌ２
て高いＮＩＣＳ型と，生産規模が小さく，国内市場向け生産が主体ではある
が，外資依存度は高いタイ・インドネシア型とに大きく分けることができ
る。しかし産業用電子機器の生産シェアーの小さいことは両タイプに共通
している。これら諸国の電子産業と比較すると，インドの電子産業はまつ
(183） 
電子産業の比較（1980年）
外資依存度’
114 
発展段階
25％（合弁企業を含めると５０１民生用電子機器および電子部品の輸出
％）’ 
45％（合弁企業を含む）｜民生用電子機器および電子部品の輸出
'低・中価格民生用電子機器の輸出約10％
きわめて高い 電子部品の輸出および国内市場向け電子機器の組
'承立て
きわめて高い（80％以上） 民生用電子機器の輸出（韓国，台湾以上に輸入部
品への依存度が高い）
高い（外国投資可能分野は限Ⅲ国内市場向け電子機器の組糸立て
定されているが，大半の生産，
者は技術を供与されている）’，
きわめて高い(９０%以上）｜低・中価格民生用機器および一定部品の輸出
国内市場向け電子機器の組承立て
|国内市場向けの若干の電子機器の組承立て
|国内市場向け電子機器の鵬立て
きわめて高い
低い
低い
ＣＯγPCγα〃o"ｓノ〃ﾉﾉｶＧＩｿzteγ"αｊｆｏ〃αノＳｃ〃coMzcc/oγＩ"。〃s/か，1984．ただ
の換算レートを用いた。
たく異ったタイプを形成している。それはＮＩＣＳ型ともタイ・インドネシ
ア型とも異質のものである。輸出依存度の低い点においてのみ，インドの
電子産業はタイ・インドネシアのそれに似る。しかし，インドの電子産業
は産業用電子機器生産の比重の高さ，および外資依存度の低さという２点
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第４図韓国，台湾，インドのエレクトロニクス
製品生産額の推移（単位：100万ドル）
６，０００ 
鯨同
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3,000 
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イン ド
１，０００ 
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ＥＲＳＯ，Ｔ"ｅＥ化c〃o〃ｊｃｓＩ"dzcs/”
３
〃
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３
 出所：ＴＥＡＭＡ＆ＥＲＳ０，Ｔ"ｅＥ化c〃o"ｊｃｓＩ" ”／〃Ｔａｊｚ('α"，肋加Ｍｃ
⑰Ｃ腕"α，Ｚｇ８４「第３の超ＬＳＩ国をめざす韓国半導体産業｣，Ｓｃ〃cc〃
ｊＶｂｚｕｓ1985.5；SurajMalAgarwal，ｏＰ．ｃﾉﾉ． 
（185）１１２ 
において，ＮＩＣｓ－ＡＳＥＡＮのスペクトラムの中におさまることがない。
以下では韓国，台湾というインドとは対極的な電子産業の発展タイプを
示す２か国との比較を若干試承る。韓国，台湾の今日の電子産業の姿はは
たして自由化を急速に進めようとしているインド電子産業の明日の姿であ
ろうか？
②韓国，台湾電子産業との比較
第４図は韓国，台湾，インド３か国の電子産業生産額の推移をみたもの
である。1983年の生産額は韓国55億5,800万ドル，台湾55億2,200万ドルに
対し，インドは11億3,300万ドル（$１＝Ｒｓ､１２で換算）と両国の５分の１
強にすぎない。データが比l陵可能な1978年以降をとってみると，７８～83年
の５年間の生産額の伸びはインド２．３倍，台湾1.7倍，韓国２．４倍と大差
はないが，絶対額ではますます大きな格差が生じている。ただ韓国が80年
に，また台湾が82年にそれぞれ前年度生産額を下回ったのに対し，インド
の伸びはより安定的である。このことがインド電子産業の輸出依存度の低
さによるものであることは自明である。次に第５図で３か国電子産業の生
産分野別シェアーの推移をゑてふよう。７８～83年の５年間に台湾も韓国も
ともに産業用電子機器生産のシェアーが大きく増大しているのがまず眼に
つく。すなわち台湾の場合このシェアーは3.3％から9.5％に，韓国の場合
は9.5％から17.0％へとそれぞれ大きく伸びた。８３年時点ではなお台湾，
韓国ともに電子部品および民生用機器のシェアーが圧倒的に大きいとは言
え，近い将来産業用機器のシェアーが一層急速に拡大することを示唆する
ものと言えよう。民生用機器・民生用部品生産から産業用機器・産業用部
品生産への転換は，日本の電子産業の民生用重視から産業用重視への転換
に歩調をそろえるものであり，ひいては世界の電子産業の動向を反映した
ものである。これに対しインドの場合，７８～83年間に生産分野別シェアー
の大きな動きはゑられず，産業用電子機器（通信・放送機器，宇宙・国防
機器・コンピュータ･制御機器･計測器を含む）のシェアーが全体の半分以
上を占めるという独特の型を示している。このことは韓国，台湾と比較し
(186） ラジーブ政権下の経済自由化政策とインド電子産業の展望’
第５図韓国，台湾，インドのエレクトロニクス産業部門別生産
111 
シェアーの比較（＊台湾の数値は売上高）
韓国
5,558(百万ドル）
湾＊
5,288(百万ドル
台
％ 
43.6 2,426 
％ 
53.4 2,818 
3,194 
％ 
1７．０ 983 
％ 
54.2 1Ｊ 2,278 502 
％ 
49.4 
インド
％ 
39.4 
％ 
37.2 1,133(百万ドル） 2,189 1,969 
192 戸麟「Ｉ
％ 
42.4 
604 
電子部品
産業用電子機器
民生用電子機器 275 
19781983１９７８１９８３ １９７８１９８３ 
出所：第４図に同じ
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第９表米欧日電子産業分野別生産額
（単位：100万ドル）
|民生用電子機器|産業用電子機器|電子部品｜総計年佶Ⅲ㈹川Ⅲ川Ⅲ川船
11,670 
（10.0） 
11,197 
（8.9） 
14,575 
（9.9） 
17,758 
（10.3） 
７９，９２９ 
（68.4） 
８８，８００ 
（70.4） 
９９，８３６ 
（67.8） 
113,705 
（65.9） 
25,240 
（21.6） 
26,119 
（20.7） 
32,886 
（22.3） 
41,055 
（23.8） 
116,839 
（100.0） 
126,116 
（100.0） 
147,297 
（100.0） 
172,518 
（100.0） 
４７，４８０ 
（100.0） 
５２，５８１ 
（100.0） 
７６，６８６ 
（100.0） 
７９，４７５ 
（100.0） 
ア
メ
リ
カ
1981 
（％） 
1982 
（％） 
1983 
（％） 
1984 
（％） 
12,814 
（27.0） 
１４，６６４ 
（27.9） 
７，９７５ 
（10.4） 
７，８８９ 
（9.9） 
25,695 
（54.1） 
28,492 
（54.2） 
55,031 
（71.8） 
57,320 
（72.1） 
８，９７１ 
（18.9） 
９，４２５ 
（17.9） 
13,680 
（17.3） 
14,266 
（18.0） 
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16,765 
（35.5） 
14,187 
（32.2） 
16,141 
（30.0） 
19,915 
（２８１） 
14,954 
（31.6） 
14,055 
（31.9） 
18,226 
（33.9） 
25,547 
（36.1） 
47,266 
（100.0） 
44,077 
（100.0） 
53,741 
（100.0） 
70,801 
（100.0） 
15,547 
（32.9） 
15,835 
（35.9） 
19,374 
（36.1） 
25,339 
（35.8） 
日
本
出所：日本電子機械工業会『日本の電子工業83-84』，同「日本の電子工業85-86』
て生産額が圧倒的に小さいことと相まって，インドの電子産業が他のアジ
ア諸国の電子産業の動向とはまったく異質の領域で発展してきたことを示
している。第９表からうかがわれるように生産分野別構成がインドと最も
良く似ているのは，８１，８２年のヨーロッパである。また全般的にゑてイン
ドの生産パターンは日本，韓国，台湾のパターンよりもアメリカ，ヨーロ
ッペのパターンにはるかに良く似ている。インドの電子産業の育成にはア
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第６図台湾，インドのエレクトロニクス製品輸出の推移
（単位：100万ドル）
109 
台湾（計）
４，０００ 
3,000 
台湾(部品）2,000 
台湾(民生用
1,000 
一口 湾(産業川）
インド(,il）
￣可一一一一一110
１９７６７７７８７９８０８１８２８３ 
出所：ＴＥＡＭＡ＆ERS０，０かCit.；SurajハMalAgarwal，”．ｃが．
メリカやヨーロッパと|司様，国防的，政治的目的がきわめて強く作用して
きたためであろう。
第６図は台湾とインドの電子製品輸出額の推移をみたものである。第３
図でみたようにインド電子製品の輸出額は81年以降急速に伸びている。し
かしその輸出額を台湾のそれと比較すると，両者間のあまりにも大きな格
差に更に驚かされる。８３年の台湾の輸出額は42億5,100万ドルであるのに
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対し，インドのそれは9,540万ドルと，台湾の輸出額のわずか2.2％を占め
るにすぎない。
③ＩＣ革命とインド電子産業
集積回路（ＩＣ）が「産業のコメ」として定着し，世界の産業構造を転
換させる「エレクトロニクス革命」の主役となり，先進資本主義諸国間の
熾烈な競争の的となっていることは今更言うまでもない。そしてこの世界
のＩＣ競争場柳に，近年韓国と台湾が新規参入しつつある。インドが今後
とも電子産業自由化政雄をとり続けるものとするならば，世界のＩＣ革命
の大潮流から逃れることはできまい。またインド政府の言う「国際競争力
をもった電子産業の育成」は「国際競争力をもった半導体産業の育成」を
根底に置かない限り政治的虚妄でしかない。
一体インドの半導体生産の現状はいかなるものであろうか？第10表は
インドの電子部品化産額の内訳をゑたものである。1981年の電子部品総dLk
産額17.3億ルピーのうち６６．６％が組織部門（公共部門十民間組織部門）
で，３３．４％が小規模部門で生産されているが，能動部品の99.4％が組織部
門で生産されているの対し，一般部品のほうは小規模部門が44.0％のシェ
アーを占め，いわゆる「スクリュー・ドライバー」技術への依存度の高さ
を示している。第１０表最終欄は製品ガルェアーをふたものであるが，電子
部品総生産額のうち刻が一般部品であり，能動部品は魁を占めるにとどま
っている。能動部品のうち半導体だけをとりだして攻ると，そのシェアー
は15.5％（２億6,730万ルピー）であり，更にまた半導体の中からＩＣ
（集積回路）だけをとりだしてふると，そのシェアーは電子部品総生産額
の1.1％（1,870万ルピー）を占めるにすぎないことがうかがわれる。また
インドの半導体生産企業数は20社であるが，その多くはＩｌＨｌ別半導体の生産
に従事している。ＩＣプラントではＳＣＬ社のチャンディガラエ場とＢＥＬ
社のバンガロールエ場がある。ＳＣＬ社は日立製作所およびアメリカの
ＡＭＩ社より技術供与されて，時計用モジュール・チップ，電卓用チップ，
マイクロプロセッサー，メモリー，およびその他カスタムＩＣを生産して
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第10表インドの電子部品生産額，1981年
（単位：100万ルピー）
製品｜組織部門|小規模部門｜合計｜〔%〕
能動部品 （%）職%｝〔:三%〕１）電子管 １１６７．４１－ ２）半導体’２６４．８１２．５
434.7 
(100.0％） 
167.4 
267.1 
174.1 
25.1 
1５．５ 
①ﾀﾞｲｵｰﾄﾞ'トラ'’’7い
：Ｍ１,|;； 一般部品
i)鯨_『%&Jli三%』
etc.） :野:乙享ＥＷ：
１８．７ 
74.5 
1,295.1 
（100.0％） 
８８．９ 
277.8 
155.8 
1．１ 
2.5 
575.4 
(44.0％） 
４５．６ 
６９．３ 
６７．５ 
74.9 
393.0 772.5 
☆ルルl藍:%)|竃:%]l1tIi:;:%)|ｎＭ
出所：WardMorehouse＆RaviChopra，”．ｃ〃、
いる。またＳＣＬ社は最近４億ルピー（約3,300万ドル）を投資してLSI／
VLSIプラントを設立した。かくして全体的にふるとインドの半導体生産
額は近年急速に伸びており，８４年のそれは10億ルピー（約8,300万ドル）
近くにまでなった模様であり(1)，電子部品生産額に占めるシェアーも30％
程度にまで急増したものと推計される。
このようなインドの半導体（とくにＩＣ）生産の規模と伸びがどの程で
あるのかを理解するために，ここでも台湾，韓国と比較してふたい。
第11表は台湾の電子部品生産額の推移をゑたものである。1977～83年間
に電子部品総生産額は倍となったが，能動部品（半導体）だけを取り出し
てふると同期間に４４倍，ＩＣは3.6倍各々伸び，一般部品の伸び率２３倍
を大きく上回っている。このため電子部品全体に占める半導体，ＩＣのシ
ェアーも拡大し，８３年には半導体のシェアーは15.6％，ＩＣのシェアーは
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第11表台湾の電子部品生産額の推移
(単位：100万ドル）
if蝋襄匹額,羅惣議襄 〈口 計年 生産額鰍菫
,１４８．Ｃ 
)0.0％ 
)４７．８ 
4OJI|柵鐘)'４８Ｊ§|(Ib8ij筋'５０。’ｒＯＯＣ
】３－ j8籾)l２ｃ,８９ ９０ 
'1 
．」 j6y6ii)’３６ 
〕|淵；〕８ )0.0％ 
rｌ 
Ｊ M|(Rb:9;ﾘＩ！ 
ＳＭＩ激)'’091Ｆ鰯重 i6f6塊)’１２．６
注：（）内の数字は各年の電子部品総生産額に占める各部品のシェアーを示す。
出所：ＴＥＡＭＡ＆ＥＲＳ０，０P．ｃが．
11.9％となっている。データ利用可能な1981年をとってインドと比較して
承ると，電子部品に占める半導体のシェアーはインド15.5％に対し，台湾
11.7％とインドのほうが大きい。しかしＩＣだけのシェアーをとりだして
比較するとインド1.1％に対し，台湾7.2％となり，インドと台湾の半導体
生産における技術水準の格差の大きさがうかがわれる。このことは生産額
そのものの格差によっても示される。８１年の台湾の半導体生産額は３億
7,420万ドル，ＩＣ生産額は２億2,940万ドルである。一方同年のインドの
半導体生産額は約2,230万ドル，ＩＣ生産額は約156万ドルである。すなわ
ち81年のインドの半導体と'三産額は台湾の17分の１，ＩＣ生産額は実に台湾
の１４３分の１である。
第12表は韓国の半導体生産額及び輸出額の推移をみたものである。７８～
84年間に生産額は３．７億ドルから1365億ドルへと約3.7倍，輸出額は３．２９
億ドルから12.58億ドルへと3.8倍の伸びを示した。８１年時点でインドの半
ラジーブ政権下の経済自由化政策とインド電子産業の展望
第12表韓国の半導体生産額および輸出額の推移
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出所：Ｓｃ？"/ＣＯ〃」Vb〃s，1985.5
導体上産額と比較してみると，韓国の半導体１k産額はインドの23倍であ
り，その後インドと韓国との格差は一層拡大しているように思われる。
（１）ＲＳ､Mundkur,０１．Cit.；JonSigurdson＆PradeepBhargava，（lThe 
ChallengeoftheElectronicslndustryinChinaandlndia”ｉｎ；SJaco‐ 
bsson＆Ｊ・Sigurdsoneds.，ＴＢＣﾉi"0ルｇｊｃａＪＴγe"`ｓｃＺＭＣ"α此"ｇＣｓ
ｊ〃Ｅ化c/γo"jcs；ＤＣ〃"α"Ｃｅ⑰ノノｂｅＩ"〃sZγ/α〃ｇｅｄＷＭ‘α"Cfルー
SPO"sｃｓｉ〃ノハｅＴｈ/γ‘ＷＤγ〃，ResearchPolicylnstitute，University
ofLund，１９８３ 
ちなみにシガードソンーバルガバ論文によると，1980年のインドと中国の
電子産業生産規模は，中国110億ドル，インド10億ドル，工業生産に占める
電子産業のシェアーは中国４％，インド2.3％，またＧＮＰに占める電子産
業のシェアーは中国1.6％，インド１％である。
また中国の半導体生産額は80年で約6,000万ドルと推計されており，８１年
インドの半導体生産額2,230万ドルと比較するとかなり大きい（志村幸雄
『ＩＣ産業の新展開』ダイヤモンド社，1984参照)。
(5)おわりに－インド電子産業の展望と問題点
以上の議論をここでひとまず要約しておこう。
（i）独立後インドの電子産業の発展はほぼ３局面にわけられる。第１期
は1950,60年代でほとんどふるべきもののない揺藍期，第２期は70年の
ＤＯＥ設置に始まる政策機構整備期，第３期は83年以降の電子産業自由化
（193）１０４ 
期である。
（ii）ラジーブ政権下になって電子産業自由化の動きは拍車を加えている
が，特にコンピュータ関連およびテレビ分野の自由化が著しい。
（iii）７０年代に入ってからの電子産業の伸びは顕著であるが，その伸び率
は70年代前半より70年代後半のほうが，また70年代後半より80年代に入っ
てからのほうがより大きい。
（iv）企業形態別生産シェアーをふると，通信・放送機器および宇宙・国
防機器は大半が公共部門で生産されている。これに対し電子部品・コンピ
ュータ・ＯＡ機器，制御機器・産業用電子機器の７割前後，また民生用電
子機器の９割強が民間部門で生産されている。また電子部品，コンピュー
タ・ＯＡ機器，制御機器・産業用電子機器の３割前後，民生用電子機器に
至っては66％が民間小規模部門の生産に任ねられている。
（v）輸出の伸びは81年以降きわめて顕著であるが，その大半はサンタク
ルス電子産業輸出加工区（SEEPZ）からのものである。SEEPZからの輸
出を除くと，ソフトウェアの輸出が82年以降顕著に伸びている。しかしソ
フトウェアの輸出競争力もかなり限定されたものと思われる。
（vi）他のアジアの発展途上国と比較して承ると，インドの電子産業は産
業用電子機器（宇宙・国防機器，通信・放送機器，コンピュータ・制御機
器）の比重が圧倒的に高く，また輸出依存度・外資依存度が低く，他のア
ジア発展途上国とは異質な型を示している。むしろインドの型はヨーロッ
パ＝アメリカ型に近く，インドの電子産業が軍事・国防用産業として発展
してきたことを示している。
（vii）アジア発展途上国の中で最も電子産業の発展が著しく，またインド
と最も対極的な発展の型を示している韓国，台湾とインドとを比較して承
ると，８３年時点でインドの生産額は韓国，台湾の約５分の１である。また
同年のインドの輸出額は台湾のわずか２．２％である。
Mii）現在世界を揺さぶっているエレクトロニクス革命の中心となってい
る集積回路の生産を承ると，インドの場合1981年で，電子部品総生産額の
１０３ラジーブ政権下の経済'二1由化政策とインド電子産業の展望（194）
わずか１．１％を占めるにすぎない。個別半導体を含む半導体全体をとって
みると，このシェアーは15.5％である。しかし，８０年代に入ってからのイ
ンドの半導体生産の伸びは顕著なものがあり，８４年には電子部品総生産額
に占める半導体生産のシェアーは30％程度にまで増大したものと思われ
る。
（ix）韓国，台湾と比較して承ると，８１年時点でインドの半導体生産額は
台湾の17分の１，韓国の23分の１であり，また集積回路生産額は実に台湾
の143分の１である。のみならず，集積回路に関しては韓国，台湾との格
差は81年以降ますます拡大していく傾向があるように思われる。
以上要するに，インドの電子産業は国内の発展という観点から承るなら
ばとりわけ81年以降，生産額・輸出額ともに著しい伸びを示しているにも
かかわらず，アジアの電子産業の発展というより広いコンテクストの中で
ゑてふると，生産額・輸出額ともに依然として微々たるものであり，また
韓国，台湾が世界のＩＣ革命の大波に参画つつあるのに対し，インドはこ
の大波からとり残されてしまったとの印象をぬぐい去ることができない。
以下では第７次５か年計画期におけるインド電子産業発展計画を紹介
し，ついでインド電子産業の抱える問題点を指摘して本稿の結びとした
い。
①第７次５か年計画期における電子産業
第７次５か年計画は1985年～90年をカバーするものであるが，ラジーブ
政権の誕生という事態が生じたため発表が相当遅れており，まだその全貌
を知ることはできない。しかし84年７月にアプローチ・ペーパーが発表さ
れており(1)，そこで打ち出された基本的な考え方は第７次計画にも引き継
がれるものと思われる。このアプローチ・ペーパーの中では「第７次計画
における工業発展の焦点は，技術の向上，近代化，資産利用の改善，効率
の促進となろう」とし，先端技術の開発と競争概念の導入が図られようと
している。電子産業の発展はこうしたフレームワークの中心に位置づけら
れていると言えよう。
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第13表第７次５か年計画における電子製品生産計画
（単位：１，００
品分野’1985-8611986-8711987-88119ル8911989
0万ルピー）
製品分 I19 5-8
ii襄篁鬘重｜:ｉＩｉｉ騒電彗機曇｜Ⅲ;驚蕊iii
合計｜Ｍ6５
901合計
870 970 1，４００ 2,100 5,620 
900 1,200 1,550 2，０００ 6,380 
8,000 
750 
2,320 
5,910 
900 1，３３０ 2.050 3，１００ 
100 140 190 240 
415 ４８０ 
１，０６０ 
510 540 
780 1.460 2.010 
290 430 650 8７０１２，４４０ 
計｜M65140551a63017B1011M6013M20
所：ｍｃＥｃｏ"o〃ｃＴ伽Cs，０ct､９，１９８５
第14表第７次５か年計画期（1985-90年）における公共部門・民間部門
の電子産業生産額・投資額予測（単位：１，０００万ルピー）
共部
生産額
２，２４８ 
１，２７６ 
６，４００ 
６７５ 
2,088 
２，３６４ 
７３２ 
門
投資額
民間部門
％｜生産額|投資額
公
製品分野
％ 
Ｌ電子部品
2．民生用電子機器
３．通信機器
４放送機器
5．宇宙・国防機器
6．計器・産業用電子機器
7．コンピュータ・ＯＡ機器
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５
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０
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０
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０
０
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１
１
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０
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Ｍ７１ｕ１０ 計合 1５，７８３１１，５８０ 
出所：Ｔ"CECC"o〃ｃＴ伽Cs，０ct､９，１９８５
ＤＯＥは第７次５か年計画期の電子産業発展計画を発表しているが，そ
の概要は第13表，第14表のようなものである(2)。年平均35％の成長率を見
込んでおり，５年間の総生産額は3,142億ルピーである。またこの間の雇
用創出を１，０００万人と見込んでいる。製品分野別に公共部門，民間部門の
貢献度をみると，電子部品は公共部門40％，民間部門60％，民生用電子機
器は公共部門20％，民間部門80％，通信機器は公共部門80％，民間部門２０
％，宇宙・国防機器は公共部門90％,民間部門10％,計測器・産業用機器は
１０１ラジープ政権下の経済自由化政策とインド電子産業の展望（196）
公共部門40％，民間部門60％，コンピュータ・ＯＡ機器は公共部門30％，
民間部門70％となっており，現在の生産パターンと比較すると，電子部品
および民生用電子機器の分野で公共部門の比重が高まり，逆に通信機器お
よび宇宙・国防機器の分野では民間部門の比重が高まっている。また第７
次計画期における投資総額は269億ルピーであり，このうち59％にあたる
158億ルピーが公共部門投資額，４１％にあたる111億ルピーが民間部門投資
額である。
分野別に生産計両を承ると５年間の合計で，雨子部,W１５６２億ルピー，民
1上用電子機器638億ルピー，通信機器800億ルピー，放送機器75億ルピー，
宇宙・国防機器232億ルピー，計測器・産業用機器591億ルピー，コンピュ
ータ・ＯＡ機器244億ルピーである。また分野別投資額（公共部門十民間
部門）をZ入ると，電子部品80億ルピー，民生用電子機器15億ルピー，短信
機器75億ルピー，放送機器５億ルピー，宇宙・国防機)器27億ルピー，計測
器・産業用電子機器44.6億ルピー，コンピュータ・ＯＡ機器22億ルピーで
ある。投資額から判断するかぎり，電子部品と通信機器分1117に大きな比重
がかげられているように思われる。
②インド電子産業の問題点
第７次５か年計両期における電子産業の年平均35％成長の達成は，現在
の生産水準がなお低位にあることを考えれば，必ずしも不可能ではあるま
い。しかしたとえ35％成長が達成できたとしても，インドの電子産業と世
界の電子産業との格差は一層拡大するであろう。はたして現在に至るまで
のインド電子産業の遅れは一体いかなる原因に帰囚するのであろうか？
最大の原因の１つは独立後インドがとってきたＦ１国の技術を過剰に優先し
た閉鎖的な環境の中での輸入代替戦略に見出すことができよう。この戦IIff
は種々様々な規制を伴い，競争的市場の形成を大きく阻害した。通信・放
送機器および宇宙・国防機器分野は長い間公共部門の独占的領域であって
民間部門の参入が阻止されていた。他方，民生用電子機器および電子部品
分野では小規模部門優先のライセンス政策がとられており，スクリュー.
(197）１００ 
第15表電子部品についての世界企業とインド企業の生産規模の比較
|乙蘓,騏翠]①,②電子部 ロロロ
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出所：Ｗ・Morehouse＆RChopra,０ｶ．Cit．
ドライバー技術水準から脱却することができなかった。生産能力に関する
工業ライセンスの認可規模がきわめて小さく，ために規模の経済性が追求
できず，結果として高コスト構造の電子産業をつくり出した。第15表は電
子部品について，世界企業とインド企業の生産規模を比'陵したものであ
る。一般部品(項目５～11)に関しては，カーボン・フィルム・レジスター
を除けばインドの生産規模は世界の生産規模の蛤～↓bであるが，能動部,{Ｔｌ
になると格差は更に大きく，デジタルＩＣにいたってはU上界企業の生産規
模の50分の１となっている。デジタルＩＣの規模の小さいこと，高コス
ト，開発技術の遅れは，インドの電子産業(とくに通信とコンピュータ)の
将来に暗い影をなげかけている。インド政府の言う「国際競争力をもった
電子産業の育成」は，もはや自力では達成不可能と言って良い。もしそれ
を達成しようとするならば，電子産業のほとんどの分野での大規模な外国
技術の導入と外資提携が不可欠となるであろう。もしそうなればインドは
９９ラジーブ政権下の経済自由化政策とインド電子産業の展望（198）
アジアでは最後の多国籍電子企業の参入国となろう。しかしその客観的可
能性はなおきわめて限定されたものであると思われる。理由は２つ考えら
れる。第１の理由は世界の多国籍先端電子企業（半導体,コンピュータ,通
信）の主要海外取り’（輸出，直接投資，技術提携等）は80年代に入ってま
すます先進国間取引に集中する傾向をもっていることである。先進国内で
の電子産業における自動化の進展は，低賃金を利用したオフショア生産の
比重を今後ますます低下させていくであろう(3)。したがってインドが多国
籍電子企業をひきつけるとしても，それは基本的には国内市場向け（現地
市場販売型）の生産形態に限定されるであろう。そうなればインドは早晩
外貨不足問題に逢着せざるをえまい。輸出増加による外貨獲得がどこか他
分野で保証されない限り，インド電子産業の自由化も一定の限界をもたざ
るをえない。この点が理由の第２点目と関連する。すなわちインド電子産
業の発展は電子産業の自由化の程度に依存するといって良いが，その自由
化は一定の限界をもたざるを得ない。そしてその限界はただ単に外貨の壁
によって画されているだけでなく，より根本的には独立後インドがとって
きた「社会主義型社会」をスローガンとする一連の政策体系の急激な，か
つ根本的な転換が不可能であることによって画されている(4)。
（１）Governmentoflndia,PlanningCommission，Ｔ"ＣＡ〃γoac〃/ｏノノbC
SeDe"/〃ＦｊＺ）ＣＹＣαγＰ/α"，Ｚ985-90,Julyl984．なお，８５年11月９日，
国家開発審議会によって第７次計画草案（ドラフト・プラン）が承認され
た（ＴｈｅＥｃｏ"ｏＭｃＴ伽Cs，Nov、10,1985)。
（２）Ｔ"CECC"o〃ｃＴ伽Cs，October９，１９８５
（３）ＵＮＣＴＣ，Ｔγα"s"α〃0"αノＣＯγPCγαtjo"ｓ/〃伽Ｉ"/cγ"α"o"αノＳｃ‐
〃ＣＯ〃ｄ"c/oγＩ"dz4sZ〃，1984；DieterErnst,《《AutomationandtheWorld‐
wideRestructuringoftheElectronicslndustry：Strategiclmplications 
forDevelopingCountries''，ＷＤγ/‘DeDe/oP”e"ｔＶｏＬ１３Ｎｏ.３March 
l985 
（４）計画委員会委員で経済自由化路線の推進者の１人であるＡ・フセイン（前
商務省次官）が議長となっている貿易政策に関する委員会報告書が85年９月
に公表された。当報告書は今後のインドの貿易政策に決定的な影響を与える
ものと思われるが，その中で「輸出がＧＮＰ５～７％のを占めるインドのよ
9８ (199） 
うな国では輸出主導的成長（export-ledgrowth）の可能性はない。実際，
成長主導的輸出（growth-ledexport）がインドにより適合的なシナリオで
ある」とし，アジアNICS型の輸出主導的成長の可能性を排除している点
が興味深い（報告書の内容は，Ｔ"ＢＥＣＣ"o〃ｃＴ航Cs，Septemberl8，
1985の特集“ForeignTrade”に抜粋されている)。
